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Blasting demolition techniques of reinforced concrete (RC) buildings are quite popular in Europe and the 
United States. However, if the blasting demolition techniques are applied to RC buildings in Japan, there is 
serious concern that excessively arranged reinforcement, which is required in earthquake resistant design, 
may disturb the blasting demolitions. In this study, therefore, the experimental demolition of RC column 
specimens with C4 explosives was performed, in which the amount of explosive used, the longitudinal 
reinforcement ratio and shear reinforcement ratio were chosen as experimental parameters. Finally the 
damage of RC column specimens after blasting was investigated qualitatively and quantitatively. 
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1. はじめに 

 

我が国では，1960年代の高度経済成長期に建設された

多数の高層の鉄筋コンクリート(RC)建物が耐用年数を迎

えることから，これらの高層RC 建物の解体需要が，今

後，益々増加すると考えられる．これまで，RC 建物の

解体には大型油圧式圧砕機を用いた圧砕工法が一般的に

適用されてきている．しかしながら，圧砕解体工法は比

較的施工期間が長く，振動・騒音・粉塵が問題になると

ともに解体中の瓦礫が落下して重大事故を招く恐れも懸

念される 1）． 
一方，欧米では高層RC 建物の解体に発破解体工法が

適用されるようになっている．発破解体工法は，少量の

爆薬を利用してRC 建物の一部の柱や梁を部分的に破壊

することによって建物に蓄えられている巨大なポテンシ

ャルエネルギーを利用して進行性破壊を誘発させて建物

を一気に崩壊させる工法である 2）3)．発破解体工法では，

一度，発破によってRC 建物を倒壊させることができれ

ば，足場の良い地上から瓦礫を撤去することができるよ

うになることから高い安全性を有しているといえる．ま

た発破解体工法は，従来の圧砕解体工法に比べて解体施

工期間と費用を約 40～60％程度節約することが可能で

あり，長期にわたる振動・騒音・粉塵等の問題も少ない
4）5）等の多くの利点を有している． 
このように前途有望な発破解体工法であるが，我が国

の RC 建物に適用するに当たっては解決すべき問題も多

い．その一つとして，欧米のRC 建物と比較して我が国

の RC 建物には耐震性の観点から多くの鉄筋が配置され

ていることが挙げられる 6）7）．これまでに，RC建物中に

配置される鉄筋量が発破解体における部材の損傷程度に

及ぼす影響を調べた研究は少ないのが現状である． 
そこで本研究では，RC柱部材を対象として，爆薬量，

主鉄筋比，せん断補強筋比をパラメータとする発破試験

を行い，発破試験後のRC 柱部材の損傷程度を定性的・

定量的に評価することを目的とした． 
 
2. 発破解体試験の概要 

 

2.1 RC柱試験体の諸元 

本研究では，RC 柱部材中の鉄筋が発破解体に及ぼす

影響を調べるために，低層および高層RC 建物の下層階

の柱を対象として，幾何学的に約1/4程度に縮小したRC
柱試験体を作成した．RC 柱試験体の主鉄筋比およびせ

ん断補強筋比を表-1 に示す．また，図-1～3 に本研究で

用いたRC柱試験体の概要を示す．RC柱試験体は180mm
×180mm の断面寸法を有し，長さは 1,200mm である．

主鉄筋ならびにせん断補強筋には，降伏強度345 MPaを
有する異形鉄筋D10および降伏強度400 MPaを有する直

径 3mm の丸鋼線をそれぞれ使用した．コンクリートに

は，RC 柱試験体の最小鉄筋間隔 30mm と小さいことか

らコンクリートを密実に打設するためにモルタルを使用

した．モルタルの圧縮強度は51.6 MPaであった． 
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表-1 試験体の一覧 

試験体名 主鉄筋比p せん断補強筋比pw 

P09H0 

0.9% 

0% 
P09H10 0.1% 
P09H10 0.1% 
P09H10 0.1% 
P09H26 0.26％ 
P25H0 

2.5% 
0% 

P25H10 0.1% 
P25H26 0.26% 

 

 

 
 
 
 
 
 
(a) p=0.9%試験体        (b) p=2.5%試験体 

図-1RC試験体の断面 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) P09H0試験体 
 
 
 
 
 
 

(b)P09H10試験体 
 

 
 
 
 
 

(c)P09H26試験体 
図-2主鉄筋比 p=0.9% 試験体の側面図 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

(a)P25H0試験体 
 
 
 
 
 
 

(b)P25H10試験体 
 
 
 
 
 
 

(c) P25H26試験体 
図-3主鉄筋比p=2.5% 試験体の側面図 

 
2.2 使用爆薬 

これまで発破解体工法には産業用爆薬としてダイナマ

イトが一般的に用いられてきているが，本研究では，化

学的安定性に優れ安全性が高いこと，および任意の形に

容易に成形することができる点を踏まえて C4 爆薬を使

用することにした．C4爆薬はRDX(シクロトリメチレン

トリニトロアミン)を主成分(約 91％)とし，可塑剤(セバ

シン酸ジオクチル等)を約 9%程度混入して作られている．

C4 爆薬の爆速は 6,400～8,200m/s でダイナマイトのそれ

の約1.5倍である． 
発破解体におけるRC 建物の柱および梁部材を破壊す

るために必要な装薬量は，一般的に次式により算定され

ている 8)． 
 

CAL =           (1) 
 
ここで，L：爆薬量（kg），C：発破係数（kg/m2），A：柱

あるいは梁の断面積（m2）である．発破係数Cは被発破

体の性質，爆薬効力，充填状況により決まる．実験結果

に基づいてダイナマイトの場合は0.25～0.5 kg/m2が推奨

さている．しかしながら，C4爆薬を用いた場合の発破係

数について調べた研究は見当たらない．C4爆薬はダイナ

マイトより爆速が約 1.5 倍大きいことから，ダイナマイ

トの場合の発破係数より小さくすることも可能と考えら

れる． 
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2.3 発破試験 

表-2に本研究で行う発破試験の一覧を示す．ここでは

まず，C4 爆薬に対する発破係数の影響を調べるために，

P09H10試験体を用いて発破係数を0.15，0.4，0.6 (kg/m2)
の３つに変化させた発破試験を行う．それぞれの発破係

数に対する C4 爆薬量は 5，13，19.5 (g)である．次に，

主鉄筋比およびせん断補強筋比が RC 柱試験体の発破に

よる損傷程度に及ぼす影響を調べるために，主鉄筋比お

よびせん断補強筋比が異なる RC 柱試験体に対して C4
爆薬 5g(発破係数 C=0.15kg/m2を用いて算出)を用いて発

破試験を行う． 
発破試験は，写真-1に示すようにRC柱試験体を立て

た状態で行った．所定の装薬量の C4 爆薬に 6 号電気雷

管を合わせたものをRC 柱試験体の中央部に設けた直径

25mmの円孔に装薬深さ90mmで装てんし，その孔口に

充填材料として油粘土を用いて詰め物をした．その後，6
号電気雷管により C4 爆薬を起爆させた．なお，表-2 に

示す試験ケースごとに2回発破試験を行った． 
 

表-2 発破試験ケース一覧 

試験ケース名 
発破係数 
(kg/m2) 

C4爆薬量 
(g) 

使用試験体名 

C15P09H10 0.15 5.0 P09H10 
C40P09H10 0.40 13.0 P09H10 
C60P09H10 0.60 19.5 P09H10 
C15P09H0 0.15 5.0 P09H0 
C15P09H26 0.15 5.0 P09H26 
C15P25H0 0.15 5.0 P25H0 
C15P25H10 0.15 5.0 P25H10 
C15P25H26 0.15 5.0 P25H26 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) C4爆薬    (b) C4爆薬を装てんした試験体 
写真-1発破試験状況 

 
本研究では，発破解体によりRC 建物の倒壊計画を行

う上で特に重要となる発破試験後のRC 柱試験体の損傷

の程度を定量的に評価するために，試験ケースごとに 2
体の発破損傷試験体を用いて図-4に示すように残存圧縮

耐力および残存曲げ耐力を，それぞれ調べた．また，そ

れらの残存耐力と発破していない健全な RC 柱試験体の

圧縮耐力あるいは曲げ耐力との比を残存圧縮耐力比およ

び残存曲げ耐力比として評価する． 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)圧縮試験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)曲げ試験 
図-4耐力試験概要図 

 
3. 発破試験結果及び考察 

 

3.1 発破係数がRC柱試験体の破壊性状に及ぼす影響 

発破試験ケースごとのRC 柱試験体の破壊状況には概

ね再現性が認められた．写真-2に，主鉄筋比およびせん

断補強筋比をそれぞれ 0.9％と 0.1％とした P09H10 試験

体（主鉄筋比=0.9%，せん断補強筋比=0.1%）を用いた発

破係数を試験パラメータとしたC15P09H10，C40P09H10，
C60P09H10の各発破試験ケースにおけるRC柱試験体の

損傷状況を示す．発破係数 C=0.15kg/m2の場合において

も，概ね発破部分のコアコンクリートが破砕されるとと

もに掃われているのが確認できる．C4爆薬量を増やして

も，爆薬設置近傍のせん断補強筋は吹き飛ばされるもの

の主鉄筋が切断されることはない．発破によって破砕さ

れたコンクリートの体積は，図-5に示すように発破係数

の増加に伴いわずかであるが増加する傾向を示した．な

お，コンクリートの破砕体積は，破砕されたコンクリー

トの質量を計測し，その値をコンクリートの密度で割っ

て求めた． 
 

供試体

載荷梁

1200mm

1000mm

400mm300mm 300mm

変位計
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(a) C15P09H10 (b) C40P09H10 (c) C60P09H10 
写真-2発破係数が破壊状況に及ぼす影響 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5破砕体積 

 
また，図-6に残存圧縮および曲げ耐力比と発破係数の

関係を示す．発破係数の違いによらず，RC 柱試験体の

発破後の残存圧縮耐力比および残存曲げ耐力比はそれぞ

れ，約 2%程度および 12%程度となっている．したがっ

て，C4 爆薬の場合は発破係数 C=0.15kg/m2でも十分 RC
柱部材の耐力を低下させることが可能であるといえる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-6発破係数が残存耐力に及ぼす影響 
 
3.2 鉄筋量がRC柱試験体の破壊性状に及ぼす影響 

一定爆薬量 5ｇを用いた発破試験で得られた主鉄筋比

ならびにせん断補強筋比が異なる RC 柱試験体の破壊状

況を写真-3に示す．この図から，主鉄筋比が増えるほど，

またせん断補強筋比が増加するほど，鉄筋の拘束効果に

より破砕されたコアコンクリートが掃いきれずに残る傾

向にあることがわかる． 

    

(a)C15P09H0 (b)C15P09H10 (c)C15P09H26 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

(d)C15P25H0 (e)C15P25H10 (f)C15P25H26 
写真-3各種供試体の破壊状況 

 
次に，主鉄筋の露出長とせん断補強筋比の関係を調べ

た結果を図-7に示す．ここで，主鉄筋の露出長は，試験

体中のすべての主鉄筋の露出した部分の長さを計測し，

それらの平均値として評価したものである．主鉄筋の露

出長はせん断補強筋比が増えるに従い小さくなり，その

傾向は主鉄筋比が大きくなるほど顕著にみられる．すな

わち，主鉄筋およびせん断補強筋で構成されるコアコン

クリートを拘束している鉄筋ケージの剛性が大きくなる

ほど，主鉄筋の露出長は小さくなるといえる．主鉄筋の

露出長は発破による破壊領域を表すものであり，発破に

より RC 柱を破壊する場合，主鉄筋比ならびにせん断補

強筋比が重要な役割を果たしているといえる．そこで，

発破試験で得られた主鉄筋の露出長と主鉄筋比ならびに

せん断補強筋比の関係を回帰したところ次式を得た． 
 

( ) ( ) wppepL 7.01.1
exp 4374.24 −−⋅+=    (2) 

 
ここで， expL ：主鉄筋の露出長(mm)，p：主鉄筋比(%)，

wp ：せん断補強筋比(%)である．相関係数は 0.997 であ

った．なお，図-7中でせん断補強筋を配置していない試

験体の主鉄筋の露出長が主鉄筋比の小さい 0.9％の方が

2.5％のものより小さくなっている．これは，主鉄筋比が
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小さくなるほど，コンクリートの破壊が局所化するため

と考えられる． 
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図-7 主鉄筋の露出長に鉄筋比が及ぼす影響 

 
図-8にRC 柱試験体の主鉄筋比ならびにせん断補強筋

比が発破試験後の残存耐力比に及ぼす影響を示す．全て

の実験ケースにおいて，残存耐力比はせん断補強筋比及

び主鉄筋比の増加に伴い増加していることがわかる．残

存圧縮耐力比は最大でも約 20％程度にしか至っていな

い．これに対して，残存曲げ耐力比は最大約60％まで及

んでいる．したがって，せん断補強筋量が比較的多いRC
構造物の発破解体を実施する際には，事前にせん断補強

筋を切断する等の事前処理または爆薬の増量が必要であ

ると考える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)残存圧縮耐力比 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)残存曲げ耐力比 
図-8 鉄筋比が残存耐力比に及ぼす影響 

 

4. RC柱試験体の残存耐力の推定方法 

 

4.1 解析方法 

発破解体によりRC 建物の倒壊計画を行う上で，特に

発破試験後のRC 柱試験体の残存耐力を解析的に評価す

ることは非常に重要であると考える．そこでここでは，

曲げモーメントおよび軸方向力を受ける RC 柱試験体の

発破試験の前後における終局耐力を，断面分割法を用い

て解析的に評価することを試みる．ただし，発破後のRC
柱試験体は図-9に示すように中央部のコンクリートは完

全に掃われて主鉄筋が露出するものとして扱うことにす

る． 
 
 
 
 
 
 

図-9発破後試験体モデル 
 
4.2 構成材料の応力-ひずみモデル 

(1) コンクリート 

 発破前のRC柱試験体に対するコンクリートの応力-ひ

ずみ関係は図-10(a)に示すように次式で与える． 
 

002.00 −≥′≥ cε の場合 







 ′

+×
′

×′=′
002.0

2
002.0

85.0 cc
cc f

εε
σ  (3-a) 

0035.0002.0 −≥′>− cε の場合 

cc f ′−=′ 85.0σ            (3-b) 

ここで， cf ′：コンクリートの圧縮強度， cε ′：コンクリ

ートの圧縮ひずみである．なお，発破後のRC 柱試験体

の残存耐力を評価する際には，コンクリートは無視する

ものとする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
(a) コンクリート          (b)鉄筋 

図-10コンクリートおよび鉄筋の応力―ひずみ関係 

 

1% 2% 3%
4%

7%

18%

0%

10%

20%

30%

40%

0 0.1 0.2 0.3

p=0.9％
p=2.5%

せん断補強筋比 pw (%)

残
存

圧
縮

耐
力

比
(%

)

6%
13%

37%

16%

37%
57%

0%

20%

40%

60%

80%

0 0.1 0.2 0.3

p=0.9％
p=2.5%

せん断補強筋比 pw (%)

残
存
曲
げ
耐
力
比

(%
)

-0.85f'c

ε(μ)
-3,500

σ(MPa)
-2,000

σ'y

σ(MPa)

ε(μ)

Es

Es

-σ'y

εy

-εy

-σ'c r

-εc r

コンクリート コンクリート

座屈長

鉄筋

-1193-



 
 

 (2) 鉄筋 

 鉄筋の応力-ひずみ関係には図-10(b)に示すように弾性

完全塑性モデルを基本的に用いるものとする．ただし，

発破後の鉄筋の圧縮強度は座屈強度により決まると考え，

本研究では，式(2)で評価される主鉄筋の露出長を座屈長

として次式で与えられる両端固定条件の下における座屈

応力を圧縮強度とした． 

 

2

22

4 cr

Ls
cr L

E φπ
σ =        (4) 

 

ここで， crσ ：座屈応力(MPa)， sE ：鉄筋のヤング率(=2.0
×105 MPa)， Lφ ：主鉄筋の直径(mm)， crL ：座屈長(mm)
である． 
 

4.3 試験結果と解析結果の比較 

発破試験後の RC 柱試験体の実験と解析で得られた残

存耐力を曲げモーメント(M)-軸力(N)関係上に表示した

ものを図-11 に示す．なお図中には，参考として発破前

の RC 柱試験体の実験と解析で得られた耐力も示してい

る．この図から，発破試験後の残存耐力に関しては，解

析結果の方が実験結果よりやや大きく評価される傾向に

あることがわかる．これは，発破試験の際に主鉄筋には

外側に若干のはらみ変形が与えられているために実際に

は式（4）で与えられる座屈応力よりも小さな応力で座屈

が発生しているためと思われる．解析結果と実験結果を

よりよく一致させるには鉄筋の座屈強度を式(4)で与え

られるものの約1/3～1/4に設定する必要がある． 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

(a)P09H0試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)P09H10試験体 

 
 
 
 
 
 
 
 

(c)P09H26試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(d)P25H0試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(e)P25H10試験体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(f)P25H26試験体 
図-11解析結果と実験結果との比較 

 

5. まとめ 

 

本研究では，爆薬量，主鉄筋比，せん断補強筋比をパ

ラメータとするRC 柱試験体の発破試験を行い，発破試

験後のRC 柱試験体の損傷程度を定性的・定量的に評価

した．本研究の範囲内において得られた結果を，まとめ

て以下に示す． 
(1) C4爆薬の発破係数Cは0.15kg/m2でも十分RC柱試

験体(主鉄筋比=0.9%，せん断補強筋比=0.1%)の残存
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耐力を低下させることが可能である． 
(2) RC 柱試験体の主鉄筋比やせん断補強筋比は，発破

解体における試験体の破壊状況や残存耐力に影響

を及ぼす． 
(3) RC 柱試験体の主鉄筋比ならびにせん断補強筋比を

考慮した発破後の主鉄筋の露出長を求める回帰式

を提案した． 
(4) RC 柱試験体の発破試験後の残存耐力を評価する解

析方法を提案した． 
 我が国で発破解体工法を普及させるためには，今後も

継続的な研究が望まれ，コンクリートの圧縮強度や骨材，

試験体の寸法等が発破解体に及ぼす影響を調べる必要が

あると考えている。 
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